
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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上郡町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
◆財政力指数 ：人口の減少や産業基盤の脆弱さから類似団体平均(以下「平均」)を下回っているため、緊急に
　　必要な事業を峻別し、投資的経費を抑制する。また、定員管理・給与の適正化（５年間で9.7％ポイント減）、
　　組織の見直し（15課体制から13課体制）、町税徴収力の強化などにより財政基盤の強化を図る。
◆経常収支比率 ：公債費、人件費及び物件費の増加により年々悪化している（対前年度比4.3％ポイント上昇）。
　　特に物件費は広い町域において行政サービスを実現させるため多くの施設が存在し、管理運営のための臨
　　時職員を雇用しているためである。今後、施設の統廃合を進め臨時職員を削減すると共に、給与の適正化・
　　退職者の不補充、普通建設事業の削減により、平均の水準まで低下させる。
◆起債制限比率 ：普通建設事業費に係る町債の発行により平均を上回っているが、事業の削減による新規地
　　方債発行の抑制、元金償還により平成19年度をピークに今後減少が見込まれる。今後も新規地方債発行の
　　抑制に努める。
◆人口一人当たり地方債現在高 ：大型プロジェクト（区画整理事業・公営住宅・公営墓園等）に係る町債発行に
　　より、類似団体と比較して町債残高は急増している。これら大型プロジェクトの完了を近年中に見込み、また、
　　その他の新規事業を削減し、町債の新規発行を抑制することで地方債残高の減少を図る。
◆ラスパイレス指数 ：年功的な給与体系の見直しが遅れ、平均を上回っている。給与表を見直し、職務・職責に
　　応じた構造への転換を図り、枠外昇給制度の廃止、特殊勤務手当の見直しなどの措置を講じることにより、
　　平均の水準まで低下させる。
◆人口1,000人当たり職員数 ：広い町域をカバーする行政サービスを実現させるため公共施設が多く、また、バ
　　ブル成長期に住民ニーズから職員数が増加した。この職員数が保たれる一方で年々人口が減少した結果、
　　住民一人当たりの職員数が平均を上回っている。指定管理者制度の導入や施設の統廃合、機構の見直し
　　（15課体制から13課体制）などにより、5年間で少なくとも26人の職員の削減を行う。


